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１ 人口ビジョン策定の目的 

わが国の人口は、平成 20 年（2008 年）をピークとして人口減少社会に移行しており、

国立社会保障・人口問題研究所の推計（平成 25 年 3 月推計）によれば、今後は少子高齢

化の急速な進行とともに長期的に減少し、令和 22 年（2040 年）には、全ての都道府県で

平成 22年（2010年）の人口を下回ると予想されています。 

木古内町（以下、当町とします。）の人口は既に減少が続いており、今後も人口減少が

加速するものと予測され、生産年齢人口の減少による地域経済の縮小や労働力人口の減少、

担い手不足による地域活力や地域機能の低下、社会基盤整備や社会保障費による行財政の悪

化など、様々な影響が懸念されます。 

木古内町人口ビジョンは、これまでの人口動向の現状と今後の中長期的な人口推移につ

いて分析を行い、地域社会の活性化に向けた将来展望と方向性を明らかにするものです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 人口ビジョンの位置づけ 

木古内町人口ビジョンは、東京圏への人口の過度の集中を是正し、それぞれの地域で住

みよい環境を確保して、将来にわたって活力ある日本社会を維持していくために国が目指

す「まち・ひと・しごと創生」の実現に向けて、国の「まち・ひと・しごと創生長期ビジ

ョン」を踏まえつつ、当町における人口の現状分析を行い、今後目指すべき将来の方向と

人口の将来展望を示すものです。 

また、人口減少抑制の視点から、効果的な施策を抽出、立案するうえで重要な基礎情報

となるものです。 

 

 

３ 目標年度 

木古内町人口ビジョンの目標年度は令和 47年（2065年）とします。 

 

 

木古内町人口ビジョン 

将来展望 木古内町の方向性 

当町の人口動向

の現状 
今後の中長期的

な人口推移 
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4 人口推移・人口構造 

（１） 総人口の推移 

総人口の推移をみると、昭和 55 年（1980 年）以降、一貫して減少し続けており、平

成 27 年（2015 年）には 4,967 人（52.2％）減少し、平成 27 年 10 月現在で 4,547 人と

なっています。 

図１  総人口の推移 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：国勢調査 

（２） 人口構造の推移 

5 歳階級別人口を平成 7 年（1995 年）と平成 27 年（2015 年）で比較すると、45 歳

未満で大きく減少しており、長期的にますます人口減少が加速することが懸念されま

す。 

図３ 性別・5歳階級別人口の推移（平成 7年・平成 27年） 
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5 人口動態 

（１） 出生・死亡の状況 （自然動態） 

① 自然動態 

出生・死亡の状況（自然動態）をみると、出生数は減少傾向、死亡数はほぼ横這い

で、自然増減（出生数－死亡数）のマイナス幅が年々拡大し、人口減少の大きな要因

となっています。 

合計特殊出生率の推移をみると、全国、北海道及び当町ともに平成 17 年ごろまで

減少し、その後、若干の回復傾向が見られます。 

 

図６ 合計特殊出生率の推移（木古内町） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２） 転入・転出の状況 （社会動態） 

どの年代においても、転出数が転入数より大きくなっています。年齢別・性別の社

会増減（転入数－転出数）の状況をみると、10 歳代男性、50 歳代男性及び 60 歳以上

の女性で転出超過が目立っています。 

 

図 12 年齢別にみた転入数・転出数の状況（平成 29年） 
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（３） 総人口に与えてきた自然増減と社会増減の影響 

自然増減及び社会増減の推移から、総人口に与えてきた影響を整理すると、社会増減及び

自然増減共に、マイナス傾向で推移しているため、人口減少に大きく影響を与えてきている

ことが分かります。 

これまで見てきたように、自然減の要因として出生数の減少があげられますが、それは合

計特殊出生率の低下に加え、子どもを産む年代層が大きく減少していることが影響しており、

社会減の主な年齢層である若者の流出防止が人口減少対策の喫緊の課題です。 

 

 

図 17 総人口に与えてきた自然増減と社会増減の影響 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 資料：人口動態調査 
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6 就業人口 

（１） 産業別就業人口の推移 

当町の産業別就業人口の推移をみると、第 1次産業の減少が著しく、昭和 60年

（1985年）の 619人から平成 27年（2015年）には 211人となり、30年間で 408人

（65.9％）減少となっています。 

第 2 次産業及び第 3 次産業も減少となっており、第 2 次産業は、昭和 60 年（1985 年）

の 1,126人から平成 27年（2015年）には 589人となり、30年間で 537人（47.7％）減

少となっています。また、第 3次産業は、昭和 60年（1985年）の 2,088人から平成 27

年（2015年）には 1,257人となり、30年間で 831人（39.8％）減少となっています。  

 

図 18 産業別就業人口の推移 
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（２） 就業人口構造 

就業者の年齢からみる 20年後の産業の継承性をみるため、産業大分類別の交代指数

（15～39歳就業者数÷40～64歳就業者数）を算出すると、漁業は後継者不足がより深

刻となる一方で、情報通信業及び不動産・物品賃貸業の就業者が多くを占めるものと思

われます。 

 

図 21 産業分類別交代指数（平成 22年） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

資料：国勢調査 
 

 

 

 

（交代指数：15～39歳就業者数÷40～64歳就業者数） 
※交代指数が 100を超えていれば、若年層の就業者数の方が多いため、約 20年後までの担い
手が確保されているものと考えることができます。 

 
 

  

（％） 

 

38.9

17.0
28.6

0.0

27.9

45.6

18.2

200.0

62.7
46.0

38.5

150.0

21.9 22.6 20.0

50.0
40.1 42.1

21.4

90.0

0.0

65.2

32.3
39.2 37.3

49.2

64.3

49.4

91.8

44.5

68.4
56.5

50.6
59.4

89.2 86.0

60.0

72.7

57.8
48.8

69.2

106.1

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

0.0

50.0

100.0

150.0

200.0

250.0

総
数

Ａ
農
業
，
林
業

Ｂ
漁
業

Ｃ
鉱
業
，
採
石
業
，
砂
利
採
取
業

Ｄ
建
設
業

Ｅ
製
造
業

Ｆ
電
気
・ガ
ス
・熱
供
給
・水
道
業

Ｇ
情
報
通
信
業

Ｈ
運
輸
業
，
郵
便
業

Ｉ
卸
売
業
，
小
売
業

Ｊ
金
融
業
，
保
険
業

Ｋ
不
動
産
業
，
物
品
賃
貸
業

Ｌ
学
術
研
究
，
専
門
・技
術
サ
ー
ビ
ス
業

Ｍ
宿
泊
業
，
飲
食
サ
ー
ビ
ス
業

Ｎ
生
活
関
連
サ
ー
ビ
ス
業
，
娯
楽
業

Ｏ
教
育
，
学
習
支
援
業

Ｐ
医
療
，
福
祉

Ｑ
複
合
サ
ー
ビ
ス
事
業

Ｒ
サ
ー
ビ
ス
業
（
他
に
分
類
さ
れ
な
い
も
の
）

Ｓ
公
務
（他
に
分
類
さ
れ
る
も
の
を
除
く
）

Ｔ
分
類
不
能
の
産
業

交代指数（木古内町） 交代指数（全国値） 総人口

（％） （人） 



8 

307 236 180 129 91 67 49 36 26 20 14

2,236

1,696

1,330

1,025
798

577
416 306 223 156 108

2,004

1,927

1,733

1,537

1,310

1,128

939

757
601

472
361

4,547

3,859

3,242

2,691

2,199

1,772

1,404

1,099
850

647
484

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

4,000

4,500

5,000

平成27年

（2015年）

令和2年

（2020年）

令和７年

（2025年）

令和12年

（2030年）

令和17年

（2035年）

令和22年

（2040）

令和27年

（2045年）

令和32年

（2050年）

令和37年

（2055年）

令和42年

（2060）

令和47年

（2065年）

0～14歳 15～64歳 65歳以上実績値 推計値

7 将来人口推計 

（１） 社人研準拠の推計 

国立社会保障・人口問題研究所の推計方法に準拠した推計によると、当町の総人口は

平成 27 年（2015 年）の 4,547 人から 30 年後の令和 27 年（2045 年）には 1,404 人まで

減少すると推計されます。 

 

図 22 社人研準拠推計 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

資料：国ワークシート 
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（2） 独自目標設定に向けた推計 

シミュレーション結果をもとに、本町の将来人口を独自試算するために、以下の条件

を設定して検討します。 

【設定条件】 

① 国立社会保障・人口問題研究所の推計方法に準拠した推計に加えて、2030 年に置換

人口出生率が 2.1を達成 

② 2030年以降も合計特殊出生率は 2.1のまま推移するものとして設定 

③ 2030年に社会移動がゼロ(均衡)とする 

こうした条件設定での推計によると、当町の総人口は、平成 27 年（2015 年）の

4,547 人から 30 年後の令和 27 年（2045 年）には 2,140 人、令和 47 年（2065 年）には

1,471人まで減少すると推計されます。 

なお、この独自推計における令和 2 年（2020 年）の人口は、国立社会保障・人口問

題研究所の推計による 3,859人として試算しました。 

 

図 26 独自目標設定に向けた推計 
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8 目指すべき将来の方向性 

（１） 希望する結婚・出産・子育てをかなえる 

将来的に人口を安定化させ、人口構造を若返らせるためには、少子化に歯止めをかけ

ていくことが不可欠です。 

結婚することや子どもを産み育てることに対する不安や負担の軽減を図り、希望する

結婚・出産・子育てをかなえることができる環境づくりを推進します。 

 

（２） 当町へのひとの流れをつくる 

人口減少の歯止めに直接的に効果を上げるためには、当町からの転出の抑制と他地域

からの転入を促進することが必要です。 

特に若者の移住・定住促進は、人口構成の早期改善につながるとともに、出生数の増

加にも大きく影響することから、若者にとって魅力あるまちづくりをすすめ、当町にひ

とが集まる流れをつくります。 

 

（３） 人口減少における地域への影響に対応する 

前述してきたように、人口減少が地域に与える影響は大きく、長期的な視点により地

域課題を解決していくための仕組みづくりに取り組んでいく必要があります。 

人口減少対策を推進しつつ、当町がもつ強みを活かしながら、地域経済の活性化、労

働力の確保、地域コミュニティの強化、健康寿命の延伸、財政運営の強化等に取り組み

ます。 

 

 

9 人口の将来展望 

（１） 将来的な目標 

人口推計シミュレーションの結果を踏まえ、目指すべき将来の方向性に即した取組を

推進することにより、令和 47 年（2065 年）における目標人口 1,400 人台の確保を

目指します。 

 

（２） バランスのとれた人口構造 

出生数の増加を図ることにより、令和 47 年（2065 年）には年少人口が 15％程度、老

年人口が 35％程度になることを目指し、若者を中心とした生産年齢人口が全体の半

数を占めるような人口構造を目指します。  
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令和２年３月 

木古内町人口ビジョン-サマリ版- 

北海道 木古内町 

 

〒049-0422 北海道上磯郡木古内町字本町 218番地 

電話 01392-2-3131 FAX 01392-2-3622  

http://www.town.kikonai.hokkaido.jp// 


